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研究成果の概要（和文）：　知識移転プロセスは、競争優位の維持やダイナミック・ケイパビリティの構築にとって重
要である。本研究では、知識移転を促進または阻害する多様なメカニズムを調査し、部門間および部門内の知識移転プ
ロセスの違いに焦点を当てることで、すべての知識移転プロセスが同じではないということを実証した。
　また、本研究では、相対的に市場ベースのコーポレート・ガバナンスが弱く、取締役会の独立性が低い日本企業を対
象として、エグゼクティブの交代と戦略変更およびイノベーションの関係性を調査した。本研究において、パワーを保
持している前社長が会長として残留する通常交代の場合には、社長交代後の戦略変更が行われにくいことを見出した。

研究成果の概要（英文）： Knowledge transfer processes are important for building and sustaining 
competitive advantages and dynamic capabilities. We identify multiple mechanisms for facilitating and 
inhibiting knowledge transfer. By focusing on differences between and within organizational groups, this 
study demonstrates that not all knowledge transfer processes can be treated equally.
 In addition, we investigat the link between executive succession and strategic change and innovation in 
Japan, a context noted for relatively weak market-based corporate governance and lack of board 
independence. We find routine succession in the case of a powerful prior president leads to less 
post-succession strategic change.

研究分野： 経営組織論
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１．研究開始当初の背景 
イノベーション・プロセスについては多く

の研究が行われてきたが、個人が知識を効率
的に吸収・移転するネットワークの構造とイ
ノベーションとの関係性については十分な
解明がなされたとはいえない。広範なイノベ
ーション・プロセスをとらえるには、こうし
たミクロ的な視点からだけでなく、よりマク
ロ的な視点からイノベーション・プロセスを
見つめる必要がある。よって、本研究では、
技術者間の知識移転というミクロレベルか
らの検証に加え、トップ・マネジメントがど
のように技術蓄積やイノベーションの方向
性に影響を与えるのかについて検証を行っ
た。 
 
 
２．研究の目的 
本研究は、個人が知識を効率的に吸収・移

転するネットワークの構造を探る中で、知識
移転を通したイノベーションプロセスを把
握することを目指した。 
本研究では、全ての研究開発レベルに共通

した基盤、すなわち研究開発成果の最小単位
である技術関連の知識に焦点を当てる。その
論拠は、大部分のイノベーションは全く新規
に発明されたものではなく、他社の技術知識
を取り込んで発展させたものであることが
多いということにある。ただ、そのプロセス
ついては不明な点が多い。Allen(1977)による
と、企業間の知識資源の移転には情報収集機
能と情報伝達機能の双方を兼ね備えたゲー
トキーパーの存在が重要とされるが、そうし
たゲートキーパーが得た情報がどのように
組織内部で伝播し、次のイノベーションにつ
ながっているのかは不明である。さらに、い
かなる特性を有するゲートキーパーがより
有用な情報をもたらすのか、また効率的に情
報を移転するために組織内部ではいかなる
ネットワーク構造が必要なのかについては、
企業のイノベーション活動において非常に
重要であるにもかかわらずほとんど研究さ
れていないのである。 
  さらに、よりマクロ的観点から補完すべ
く、トップ・マネジメントがイノベーション
に与える影響について着目する。近年、技術
分野の選択は経営陣の重要な意思決定事項
となってきている。トップの意思決定が、企
業が抱える技術分野の幅、すなわち技術的多
角化の程度を決定している可能性があるの
である。欧米を中心とした当該研究分野は発
展途上であるが、産業全体のイノベーション
動向を観察する上で極めて重要であると考
えられる。 
 本研究では、組織のボトムである技術開発
の現場における知識移転構造と、組織のトッ
プであるトップ・マネジメントが行う技術開
発動向との関係の双方に着目することによ
って、イノベーションの生成から発展までの
経緯を観察できるものと考えた。 

 
 
３．研究の方法 
ミクロレベルでの研究については、電機メ

ーカーＡ社の技術開発部門188名に対して配
布した質問票の結果と、20名の技術者に対し
て行ったインタビュー調査の解析を中心に
行った。当該企業の知識移転ネットワークの
分析を行い、海外の学会（ Academy of 
Management）において分析結果の発表を行っ
た。同時に、技術者の出した特許の共同出願
状況との一致の程度を検証することで、実際
の技術適正化との関連を見ることで、次年度
以降の調査の修正に役立てることができた。
質問票調査の分析については、カリフォルニ
ア大学の Klein 研究員とおこなうため、海外
出張を行った。 
 具体的な、分析モデルについては、3 つの
モデル（情報提供者モデル、情報獲得者モデ
ル、およびイノベーションモデル）を考案し、
それぞれにおいて分析モデルの構築を目指
した。最初に、情報を得る側と提供する側、
それぞれにおいて、知識移転を促進するファ
クターを見出していくことを目指した。先行
研究では、情報を得る側と提供する側、いず
れかに焦点を当てた分析が行われているが、
提供者側と受け取る側の双方の特性を同時
に考慮した分析モデルはほとんど皆無であ
る。その理由は、データの入手が困難である
ということがひとつの理由だが、今回の質問
票調査では、その両方のデータを得ることが
できた。したがって、情報提供者と情報獲得
者の双方の特性を考慮した知識移転モデル
の構築を目指した。手順としては、最初は先
行研究と同様に、情報提供者についての分析
モデルを構築し、情報提供者が情報を伝達し
やすいファクターを見出していくことにし
た。情報獲得者についても、獲得しやすい要
件を探っていく。そしてこれらの知見をもと
に、情報提供者と獲得者のどのようなファク
ターがそろったときに、最も有効かつ効率的
な知識移転が行われるのかについて、探って
いくことにした。したがって、情報提供者モ
デルと情報獲得者モデルをそれぞれ独立し
て構築した。また、そうした情報の獲得及び
提供が、イノベーションにどのような影響を
与えるのかをみるために、イノベーションモ
デルを構築し、分析することを試みた。 
 これらの分析を行う際には、情報提供者及
び獲得者の関係性だけでなく、彼らのデモグ
ラフィーや、彼ら自身が埋め込まれたネット
ワーク構造にも焦点を当てることが求めら
れる。先行研究ではこれらの論点が個々に発
展してきているため、これらを融合する新た
な理論フレームワークの開発が必要となっ
た。これらについては、近年ネットワーク構
造の研究が発展・拡大してきているため、
Academy of Managemet 学会などに出席して、
最新の研究動向や理論体系についての調査
を行った。 



 さらに、上記の研究を補完するために、ト
ップ・マネジメントが技術動向に与える影響
を探った。独立変数であるトップ・マネメン
トの特性については、すでに研究代表者の過
去の研究においてデータベース化したもの
を再利用可能であるため、分析結果を出すま
での時間および作業コストは小さいと考え
た。具体的には、電機・精密機械産業と化学
産業を分析することを選択した。前者はトッ
プ・マネジメントと技術選択との距離が比較
的離れている産業、後者は密接に関係してい
る産業として扱うことを想定している。こう
したトップ・マネジメントの方針がどの程度、
当該企業および産業が蓄積する技術の方向
性や技術の範囲を決めるのか検証した。トッ
プ・マネジメントの研究については、カリフ
ォルニア大の Wiersema 教授に協力を仰ぐ予
定である。彼女とは過年度より日本企業のト
ップ・マネジメント研究において共同研究を
行っており、協力関係を継続していくことが
可能である。何度か彼女との打ち合わせのた
めに渡米し、海外の論文誌へ投稿にこぎつけ
ることを目標に議論を重ねた。投稿の前段階
として、Academy of Management 学会にて報
告を行った。 
 
 
４．研究成果 
 ミクロレベルの研究に関しては、情報提供
者モデル、情報獲得者モデル、イノベーショ
ン・モデルの3つに区分して研究を推進した。
最初に、情報提供者から見た知識移転の促進
要因について、先行研究を整理し、分析モデ
ルの構築を行った。論文として 2014 年に刊
行された。本稿では、知識移転の先行研究で
はあまり注目されてこなかった情報提供者
の観点から、有用な知識移転ネットワークを
考察し、個人間の知識移転を促進または阻害
する要因についての分析フレームワークを
提示した。その際、代表的な４つの観点(構造
特性、関係性特性、知識特性、ノード特性)
から先行研究を整理し、知識の共有を促進す
る要因について仮説の導出を試みた。特に、
情報提供者の観点から知識移転を見つめ直
す中で、ネットワーク構造として最近注目を
集める TI（Tertius Iungens)志向や、関係性特
性である信頼を取り上げて考察した研究は
ほとんど存在しない点に独創性がある。 
 次に、情報獲得者モデルについては、新製
品開発プロジェクトにおける技術者間の知
識移転を促進する要因について探求した論
文が『組織科学』に掲載された。この論文は、
同一部門内の知識移転と部門間の知識移転
では、移転の促進・阻害要因が異なる可能性
があることに着目したものであるが、先行研
究ではこうした組織の境界が知識移転に与
える影響についてほとんど注目してこなか
った。実証分析の結果、部門内と部門間では
知識移転の促進・阻害要因が異なることが示
された。具体的には、部門内部では、弱い紐

帯や信頼関係、技術知識、形式知化された情
報、集団的教育指導、アクセスのしやすさな
どが有用な知識の移転を直接的に促進する
効果があり、暗黙知の移転については強い紐
帯やアクセスが関係性をモデレートするこ
とがわかった。他方、部門間の知識移転では、
強い紐帯、社会的知識、集団的教育指導が重
要であり、暗黙知の移転を促進する要素とし
てはネットワーク密度と集団的教育指導が
有効であるとわかった。また、その際、個人
的知識だけでなく、集合知の移転が重要であ
り、集団的教育指導によってそれが促進され
ることを見出した。この結果が示唆している
のは、集合知を移転することの有用性である。
先行研究では、主に個人間の知識移転に焦点
が当てられてきたが、業務上必要となる知識
の多くが、所属する組織の文脈特有のもので
あることが多いことを考えると、集合知をど
のように移転するのかを考えることはマネ
ジャーにとっても重要であろう。本稿の結果
は、集団的教育指導がその役割の一部を担っ
ている可能性を示している。本研究の成果を
もとに、さらに分析手法を洗練化したものを
2014 年、Academy of Management 学会にて研
究報告を行った。 
 また、マクロ的観点の研究としては、日本
企業の社長交代と戦略変更プロセスに焦点
を当て、日本特有のガバナンス・ファクター
が重要な戦略変更を促す要因であることを
見出した。この分析結果は、 2011 年に
Academy of Management 学会にて報告され、
Academy of Management Distinguished Paper 
Award(2011 Finalist for Glueck Best Paper 
Award)を受賞した。 
 さらに、トップ・マネジメント内部でのグ
ループ・ダイナミクスに着目し、戦略変更の
プロセスに影響を与えるファクターを探っ
た。特に本稿ではパワーバランスに影響を与
える要素として、前任社長のパワーに着目し
たが、前任社長が解雇されなかった場合には、
戦略変更が行われる可能性が高いことが分
かった。他方、業績の悪化は、モデレータ変
数としては影響がないことが分かった。また、
パワーのある前任社長が会長として残留し
た場合には、新社長の戦略変更を妨げる効果
があることが見出された。本稿の分析結果は、
関係性ベースのガバナンスにおいても社長
交代パターンは重要な戦略変更の予測変数
であることに加え、前任社長のパワーが重要
なモデレータ変数となりうることを示して
いる。この研究成果は、Strategic Management 
Journal に掲載されている。なお、この研究成
果の発展形として戦略変更がイノベーショ
ンの方向性に与える影響については、今後の
投稿を考えている。 
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